
 

 

経営事項審査の手引き 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「 土 木 の 日 フ ォ ト コ ン テ ス ト ２ ０ ２ ５ 」 一 般 の 部 グ ラ ン プ リ 作 品           

 

 

この手 引 きは、熊 本 県 知 事 許 可 の建 設 業 者 を対 象 にしています。  

 

 

 

熊本県監理課建設業班  

 

令 和 ８ 年 ７ 月 版  

 



 

⚠️必ずお読みください⚠️ 

 

＜ 経 営 事 項 審 査 に虚 偽 の記 載 をした場 合 について＞  

経 営 事 項 審 査 申 請 書 、財 務 諸 表 等 に虚 偽 の記 載 を行 い、当 該 申 請 による経 営 事 項 審

査 結 果 に基 づき入 札 参 加 者 資 格 審 査 申 請 （ いわゆる、指 名 願 ） を行 った場 合 は許 可 行 政

庁 から監 督 処 分 （ 営 業 停 止 、指 示 処 分 ） を受 けることになります。また、監 督 処 分 を受 けた

場 合 は発 注 機 関 毎 に指 名 停 止 を受 けることもあります。  

建 設 業 法 においては、経 営 事 項 審 査 申 請 書 、経 営 状 況 分 析 申 請 書 、財 務 諸 表 等 に虚

偽 の記 載 をして提 出 をした者 は、６ 月 以 下 の懲 役 又 は１ ０ ０ 万 円 以 下 の罰 金 に処 せられる

ことになります。  

また、国 土 交 通 大 臣 又 は都 道 府 県 知 事 が経 営 事 項 審 査 のために必 要 と認 めて申 請 者

である建 設 業 者 に報 告 を求 め、又 は資 料 の提 出 を求 めたにもかかわらず、報 告 をせず、若

しくは資 料 の提 出 をせず、又 は虚 偽 の報 告 をし、若 しくは虚 偽 の資 料 を提 出 した場 合 には、

１ ０ ０ 万 円 以 下 の罰 金 に処 せられます。  

なお、上 記 の刑 に処 せられた場 合 には、許 可 の取 消 しを受 け、５ 年 間 は改 めて許 可 を受

けることができないこととなります。  

（ 関 係 法 令 ： 建 設 業 法 第 28 条 、第 29 条 、第 50 条 、第 52 条 ）  
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経 営 事 項 審 査 制 度 について  

 

１．経営事項審査が必要な建設工事  

建設業法第２７条の２３第１項の規定により「公共性のある施設又は工作物に関する建設工事」を発注者から

直接請け負おうとする建設業者は、「経営事項審査」を受けなければなりません。 

 

「公共性のある施設又は工作物に関する建設工事」 

＝公共団体等が発注する建設工事で、一件の請負代金の額が、建築一式工事にあっては税込 1,500 万円

以上、その他の建設工事にあっては税込 500 万円以上のもの 

 

【備考】経営事項審査を受けなければ請け負うことができない建設工事の発注者一覧表 

 
［国］ 

［地方公共団体（県、市町村、地方公共団体の組合｛一部事務組合・広域連合｝、財産区、地方開発事業団）］ 

［独立行政法人（その資本金の額若しくは出資の金額の全部が国若しくは地方公共団体の所有に属しているも

の、これに類するものとして財務大臣が指定をしたもの、又は建設業法施行規則第 18 条に定めるものに

限る。）］ 

［地方独立行政法人］ 

［公庫・銀行］ 

沖縄振興開発金融公庫、株式会社国際協力銀行、株式会社日本政策金融公庫 

［事業団］ 

日本下水道事業団、日本私立学校振興・共済事業団 

［基金］ 

社会保険診療報酬支払基金、消防団員等公務災害補償等共済基金 

［振興会］ 

公益財団法人 JKA 

［センター］ 

日本司法支援センター 

［協会］ 

日本中央競馬会、日本放送協会、地方競馬全国協会 

［機構］ 

地方公共団体金融機構、地方公共団体情報システム機構、日本年金機構 

［公社］ 

地方住宅供給公社、地方道路公社、土地開発公社 

［組合等］ 

水害予防組合、水害予防組合連合、土地改良区、土地改良区連合、土地区画整理組合、農林漁業団体職員共済組合 

［研究所等］ 

国立大学法人、大学共同利用機関法人、港務局 

［会社等］ 

東京湾横断道路建設事業者、成田国際空港株式会社、新関西国際空港株式会社、中間貯蔵・環境安全事業株式会社、東京

地下鉄株式会社、日本たばこ産業株式会社、日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社、東日本電信電話株式会社、

九州旅客鉄道株式会社、四国旅客鉄道株式会社、東海旅客鉄道株式会社、西日本旅客鉄道株式会社、東日本旅客鉄道株式

会社、北海道旅客鉄道株式会社、日本貨物鉄道株式会社、首都高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社、西日本高速道

路株式会社、東日本高速道路株式会社、阪神高速道路株式会社、本州四国連絡高速道路株式会社 

 

※（公益・一般）財団（社団）法人や社会福祉法人、公立学校共済組合、地方職員共済組合、日本郵政

グループ、農業公社、林業公社、森林組合、農地・水・環境保全活動に関する組織等は対象外です。 
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２ ． 審 査 基 準 日  

審査基準日は、経営事項審査の申請日の直前の事業年度の終了の日（＝決算日）です。 

ただし、新規設立や、合併等の場合に、事業年度の終了日を待たずに審査を受けることができます。 

 

３ ． 経 営 事 項 審 査 結 果 の有 効 期 間  

経営事項審査を受けていなければ請け負うことができない建設工事（ 以下「公共工事」という。）について発注者と

請負契約を締結することができるのは、経営事項審査を受審し、その結果通知の交付を受けた後、その経営事項審査の

審査基準日（＝直前の事業年度終了の日）  から１年７月の間に限られています。      。  

従って、毎年公共工事を発注者から直接請け負おうとする建設業者は、審査基準日から１年７月間の“公共

工事を請け負うことができる期間”が切れ目なく継続するよう、毎年定期的に経営事項審査を受けることが必要

となります。(図—１参照) 

〔図—１〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

『公共工事を請け負うことができる期間』は、申請の時期にかかわらず審査基準日から１年７月とされています

ので、申請が遅れると審査や結果通知が遅れ、『公共工事を請け負うことができる期間』が継続せずに、切れ目

ができてしまう(＝公共工事を請け負うことができない｢経審切れ｣の期間ができてしまう)ことがあります。 

図－２は、２年目の申請時期が遅れたために、公共工事を請け負うことができる期間が短くなり、しかも『公共

工事を請け負うことができる期間』が継続せず、公共工事を請け負うことができない｢経審切れ｣の期間ができて

しまった例です。 
〔図—２〕 
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４．経営事項審査の審査項目 

経営事項審査の受審を希望する場合、以下の区分の灰色の部分を熊本県に、白色の経営状況

の部分を国の登録を受けた経営状況分析機関にそれぞれ審査申請する必要があります。 
 

区     分 審   査   項   目 

（１）経営規模 

Ｘ１ ① 完成工事高 （業種別） 

Ｘ２ 
② 自己資本額 

③ 利払前税引前償却前利益 

（２）経営状況 Ｙ 

① 純支払利息比率 

② 負債回転期間 

③ 総資本売上総利益率 

④ 売上高経常利益率 

⑤ 自己資本対固定資産比率 

⑥ 自己資本比率 

⑦ 営業キャッシュ・フロー 

⑧ 利益剰余金 

（３）技術力 Ｚ 
① 技術職員数（業種別） 

② 元請完成工事高（業種別） 

（４）その他の審査項目 

  (社会性等) 
Ｗ 

① 建設工事の担い手の育成及び確保に 

  関する取組の状況 

② 建設業の営業継続の状況 

③ 防災活動への貢献の状況 

④ 法令遵守の状況 

⑤ 建設業の経理の状況 

⑥ 研究開発の状況 

⑦ 建設機械の保有状況 

⑧ 国又は国際標準化機構が定めた規格に 

  よる認証又は登録の状況 

（注）灰色の部分は県が、白色の部分は経営状況分析機関が審査します。 

 

５．評点項目の激変緩和措置 

評点の激変緩和のため、以下の評点項目については、それぞれで選択ができます。 

評  点  項  目 
激変緩和措置 ( ①か②の選択 ) 

①  ② 
 

工事種類別の年間平均完成工事高（Ｘ 1） 
 

工事種類別の年間平均元請完成工事高（ Z ） 

 ２年平均  ３年平均 

自己資本額 基準日現在 ２年平均 
（注１）Ｚの「工事種類別の年間平均元請完成工事高」については「工事種類別の年間平均完成工事高」の選択に自動

的に連動します。 

（注２）前回、申請した選択と違ってもかまいません。 

 

６．総合評定値の算定式  

各審査項目のそれぞれの数値に基づきき、一定の基準によりそれぞれ評点を算定し、次の算式により

建設工事の種類ごとに経営事項審査の総合評定値を算定します。  
 

 

総合評定値 P＝ 0.25 ×  X １  ＋ 0.15 ×  X ２  ＋ 0.20 ×  Y  ＋ 0.25 ×  Z  ＋ 0.15 ×  W 

連動 
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令和８年度（2 0 2 6 年度）経営事項審査の申請方法 

１．審査の対象者 

建設業法第３条第１項の規定により、熊本県知事から建設業の許可を受けた者 

※国土交通大臣許可の者は、九州地方整備局が審査を行いますので、申請方法は九州地方整備局にお問

い合わせください。 

【問い合わせ先】 

国土交通省九州地方整備局建政部建設産業課 建設業係 ＴＥＬ：092-471-6331 

２．審査の対象となる審査基準日 

令和７年（2025 年）１０月 1 日から令和８年（2026 年）９月３０日まで 

３．経営規模等評価申請書等について 

（１）経営規模等評価申請書及びその他必要となる書類（９～１２ページ参照）については、建設業許可・経営事

項審査電子申請システムにて申請（以下「電子申請」という。）してください。 

なお、電子申請が困難な場合は郵送による書面申請を受け付けますので、次の宛先へ書留郵便で郵送して

ください。 

 

（２）経営規模等評価申請書等の受付期間について 

令和８年(２０２６年)４月から１２月までの各月１日から２０日までを当該月の受付期間とします。 

また、予備日については、令和９年（２０２７年）３月１日から３月５日までを受付期間とし、下記要件のいずれかを満たす

場合について審査を行います。 

①上記「２」の審査基準日がある建設業者で令和８年（２０２６年）１２月までに受審しなかった者 

②上記「２」の審査基準日がある建設業者で令和８年（２０２６年）１０月１日以降に新たに許可（業種の追加を含む）

を取得した者 

③民事再生法等による手続中の者 

受付月 審査対象決算月 受付月 審査対象決算月 

４月 １０～１１月決算法人 ９月 ５月決算法人 

５月 １２月決算法人、個人 １０月 ６月決算法人 

６月 １２～１月決算法人、個人 １１月 ７～８月決算法人 

７月 ２～３月決算法人 １２月 ９月決算法人 

８月 ４月決算法人 ３月 受審要件を満たす者【予備日】 

 

（３）特殊な経営事項審査について 

合併や事業譲渡、法人成り、個人からの事業承継などの特殊な経営事項審査については、個別に審査を行

いますので、監理課（直通０９６－３３３－２４８５）に御相談ください。 

また、合併や事業譲渡を検討されている場合は、できるだけ早めに御相談をお願いします。 

  

〒８６２－８５７０（県庁専用郵便番号：住所記載不要）              
熊本県土木部監理課建設業班 

（「経営事項審査申請書類在中」と明記してください） 

※受付月毎の審査対象決算月の目安 
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４．審査業種 

（１）審査基準日に許可を取得していなくても、申請日時点で許可を取得している業種は、経営事項審

査を受審できます。 

（２）受審業種は工事の実績がなくても受審できます。 

（３）許可がある業種について、全て受審する必要はありませんが、国・県・市町村等に指名願を提出

する業種については経営事項審査を受審していないと指名願は提出できませんので申請に当た

っては十分に注意してください。 

 

５．経営状況分析の申請 

経営事項審査を申請しようとする者は、国土交通大臣の登録を受けた登録経営状況分析機関に

対して、経営状況分析の申請を行わなければなりません。 

登録経営状況分析機関については、国土交通省ホームページ（登録経営状況分析機関一覧）に

掲載してあります。 

 

６．審査手数料 

（１）次の計算式により算出された金額となります。 

ア 経営規模等の評価及び総合評定値（P）の通知にかかる手数料 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 総合評定値（Ｐ）の算式及び通知を希望しない場合※ 

 

 

※経営規模等評価の申請のみを行い、総合評定値を請求しないこともできますが、公共団体等に

指名願を提出する場合又は公共団体等が発注する工事を受注する場合は、総合評定値の通

知を受けていることが必要となりますので、総合評定値の請求は必ず行ってください。 

（２）手数料の納付方法 

熊本県の総合財務会計システムが Pay-easy 等による支払いに対応していないため、電子申請の場合

は建設業許可・経営事項審査電子申請システムから出力した「はり付け欄」に上記（１）の金額の熊本県収

入証紙を貼り付け、書留郵便で郵送してください。 

なお、郵送申請の場合は、上記（１）の金額の熊本県収入証紙を経営事項審査添付書類の「審査手数

料証紙貼り付け書」欄に貼り付けてください。 

（参考） １業種の場合 １１，０００円 

２業種の場合 １３，５００円 

３業種の場合 １６，０００円 

４業種の場合 １８，５００円 

５業種の場合 ２１，０００円 

： ： 

 

８，５００円＋（２，５００円×受審業種数） 

８，１００円＋（２，３００円×受審業種数） 
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７．結果の通知 

経営規模等評価結果通知書兼総合評定値通知書は、原則として、上記３（２）の受付月の翌月末に通

知します。 

なお、結果通知書は、申請内容と相違ないか必ず確認し、結果について異議がある場合は、結果の通

知を受けた日から３０日以内に申し出てください。（登録経営状況分析機関が行った経営状況分析を含

まず。） 

ただし、申請者の記入漏れや記入誤り又は申請時の確認書類不足による内容認否等、“申請者の責任

に帰する案件”については、申立ての対象とはなりません。 

※確認書類に不足等がある場合、申請書の受付を次回受付月まで保留する場合があります。この場

合、結果通知日も受付月に対応する日に繰延べになります。 

※結果通知書は、再発行できませんので大切に保管してください。 

紛失された場合は、証明書を発行しますので、「証明願」により申し出てください。（様式は県ホー

ムページ（土木部監理課）に掲載） 

 

８．経営事項審査の結果の公表 

申請者に対し通知した経営規模等評価の結果及び総合評定値は、通知した日の約１か月後から

インターネットで順次閲覧することができます。 

（ CIIC 一般財団法人 建設業情報管理センター：「経営事項審査結果の公表」で検索してください。） 
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電子申請について 

 

 

 

 

 

＜電子申請システムについて＞ 

【建設業許可・経営事項審査電子申請システム（以下「JCIP」（Japan Construction Industry electronic application Portal）という。）】 

アドレス：https://prod.jcip.mlit.go.jp/TO/TO00001 

JCIP の操作方法等の詳細については、国土交通省作成の「建設業許可・経営事項審査電子申請システム（JCIP）

操作マニュアル」のほか動画を確認してください。 

○建設業許可・経営事項審査電子申請システム（JCIP）操作マニュアル【国土交通省ホームページ】 

https://www1.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugyo_const_tk1_000001_000

19.html 

○申請者向けシステム説明動画 

【基  本  編】 https://youtu.be/K9hfkcJOuoc 

【操  作  編】 https://youtu.be/oRipaKjtC7M 

【代理申請編】 https://youtu.be/HCJ5_FhgyR4 

＜申請方法について＞ 

・JCIP のログインには、gＢizＩＤプライムのアカウントが必要です。 

・JCIP にログイン後、ブラウザ上で申請書を作成し、確認書類をアップロードして申請してください。 

・代理申請の委任状については、JCIP 上で委任状を作成してください。 

※代理申請を行う場合は、申請者本人の gＢizＩＤプライムアカウントとは別に、代理人も gＢizＩＤプライムアカ

ウントが必要です。 

※gＢizＩＤアカウントの取得には、２～３週間を要します。 

＜申請書の作成等について＞ 

・JCIP において、入力内容を自動的にチェックしています。エラーが発生していると申請できませんのでエラーメッ

セージを確認し、エラーを解消してください。 

（よくあるエラー：完成工事高の合計が合わない、確認書類の添付漏れなど） 

・補正がある場合には、JCIP から補正指示が通知されますので、申請後は小まめに通知をチェックしてくださ

い。通知に気づかずに補正の対応が遅れた場合は、結果通知日が繰延べになることがあります。 

 

１．申請の流れ 

① 経営状況分析の申請・結果（申請者⇔登録経営状況分析機関） 

② 申請システムの入力、確認書類の添付（申請者） 

③ 審査申請(申請者→県) 

※申請後、「確認待」となっていれば申請は到達しておりますので県からの不備指摘または手数料納付指示をお待ちください。 

※また、申請到達が受付期間内に完了していれば、申請は受け付けられています。不備指摘や手数料納付指示が受付期間を過ぎて

も、結果通知書の発行が遅れることはありません。 

経営事項審査を電子申請で行う場合の申請書作成における留意点等を記載したものです。 

審査基準等については、書面申請と同様ですので、「経営事項審査申請の手引き」を確認の上、電子申

請を行ってください。 

7



 

④ 申請書類の形式審査、受付、手数料納付指示の通知（県） 

⑤ 審査申請手数料の納付(申請者) 

⑥ 手数料の納付確認後、申請書類の審査（県） 

（⑦ 申請書類の不備等による補正指示（県→申請者）） 

⑧ 経営規模等評価結果通知書兼総合評定値通知書の電子交付 

 

２．経営規模等評価申請書等の提出について 

JCIP にて申請してください。提出書類については、提出書類一覧（９〜１２ページ参照）を確認してください。 

※JCIP の申請画面において「必須」と表示されていなくても、該当する提出書類については必ず添付してください。 

 

３．審査手数料の納付方法 

審査手数料の納付申請の形式審査・受付後にＪCIP にて納付案内を行います。JCIP から出力した「はり付け

欄」に県収入証紙を貼り付け、次の宛先へ書留郵便で郵送してください。 

 

 

 

 

４．結果の通知 

経営規模等評価結果通知書兼総合評定値通知書は、JCIP 上での交付となります（電子交付）。 

 

５．JCIP の入力などのお問合せ先 

入力方法などシステムに関しては、ヘルプデスクへお問い合わせください。 

建設業許可・経営事項審査電子申請システムヘルプデスク 

電 話：０５７０－０３３－７３０（ナビダイヤル） 

  

〒８６２－８５７０（県庁専用郵便番号：住所記載不要）              
熊本県土木部監理課建設業班 

（「経営事項審査申請書類在中」と明記してください） 
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提出書類一覧 
※「原本」と記載されていない添付書類は「写し」で可 

№ 提 出 す る 書 類 
ﾁｪｯｸ

欄 

1 経営規模等評価申請書兼総合評定値請求書（様式第二十五号の十四）   

2 工事種類別完成工事高工事種類別元請完成工事高（別紙一）   

3 その他の審査項目（社会性等）（別紙三）   

4 技術職員名簿（別紙二）   

5 経営状況分析結果通知書（原本は正本に添付）   

6 経営状況分析機関に提出した「資本性借入金」該当証明書 ※該当者のみ   

＜経営事項審査添付書類＞※以下（１）～（４）毎にインデックス等を付けて区分し、提出してください。 

（１）「経営規模等評価申請書」に関する書類 

7 
【法人】法人税申告書別表（別表十六（一）及び（二）等） 

【個人】所得税確定申告書の｢収支内訳書｣又は「所得税青色申告決算書」の減価償却額の計算 
  

8 貸借対照表（様式第十五号）及び損益計算書（様式第十六号）   

9 前年度審査済の「経営規模等評価申請書兼総合評定値請求書」（副本）   

（２）「工事種類別完成工事高」に関する書類 

10 工事経歴書（様式第二号）（副本）   

11 直前３年の各事業年度における工事施工金額（様式第三号）（副本）   

12 

□審査対象事業年度の完成工事高に係る工事の証明書類 

 ◆工事請負契約書、変更契約書  ◆注文書、請書 

 ※申請業種毎に元請・下請の区分なく請負金額の上位３件のみ提出 

 （工事経歴書に記載がなくとも、請負金額が上位３件に入る場合は要添付） 

 ※工事経歴書の記載が３件未満で、実際は３件以上の実績がある場合は、 

３件目まで添付が必要 

□ＪＶ工事の場合はＪＶ協定書 

  

13 

□消費税確定申告書の控え及び添付書類（付表２） 

 ※e-Tax を利用した申告を行っている場合は確定申告書の申告者控えと 

 「送信データ受付メッセージ」を印刷したもの、又は確定申告書に 

 電子申請情報（受付日時・受付番号）が印字されているもの 

□消費税納税証明書（その１） 

※発行後３か月以内のものに限る 

  

14 前年度審査済の「工事種類別完成工事高・工事種類別元請完成工事高」（副本）   

（３）「その他の審査項目(社会性等)」に関する書類 ※該当する場合のみ必要 

15 
【項番４１】 

建退共 

建設業退職金共済事業加入・履行証明書（原本） 

※電子申請の場合は、「原本」をスキャンしたデータを添付 
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№ 提 出 す る 書 類 
ﾁｪｯｸ

欄 

16 

【項番４２】退職

一時金制度若し

くは企業年金制

度 

下記のいずれかの書類 

  

退
職
一
時
金 

□中小企業退職金共済制度の加入証明書 

□特定退職金共済団体制度の加入証明書 

□労働基準監督署の受付印のある就業規則又は労働協約 

（退職金に関する規程部分を含める） 

企
業
年
金 

□厚生年金基金加入証明書 

□適格退職金年金契約書 

□確定拠出年金加入証明書 

□確定給付企業年金基金加入証明書 

□資産管理運用機関との契約書 

17 

【項番４３】 

法定外労働災 

害補償制度 

下記のいずれかの書類 

□（公財）建設業福祉共済団加入証明書 

□（一社）全国建設業労災互助会加入証明書 

□（一社）全国労働保険事務組合連合会（労働災害補償制度）加入証明書 

□中小企業等共済組合法の認可を受けて共済事業を行う者への加入を証明 

する書面 

□労働災害総合保険若しくは準記名式の普通障害保険の保険証書、 

加入証明書等 

□保険会社の場合は、保険証券、保険約款、保険加入証明書 

  

18 
【項番４６】 

CPD 単位取得数 

□CPD 単位を取得した技術者名簿（様式第４号） 

□CPD 認定団体による CPD 取得単位証明書（実績証明書等） 

※証明期間は、審査基準日以前の１年間とする 

□CPD 単位を取得した技術者名簿（様式第４号）に記載した技術者 

 に係る検定若しくは試験の合格証その他資格を証明する書面 

□常勤性を確認できる書面 

□雇用期間を確認できる書面 

  

19 

【項番４７】 

技能レベル向 

上者数 

□技能者名簿（様式第５号） 

□能力評価（レベル判定）結果通知書 

□工事施工体制台帳の作業員名簿（審査基準日において施工中の工事に限る） 

□常勤性を確認できる書面 

□雇用期間を確認できる書面 

  

20 

【項番４８】 

女性の職業生活

における活 

躍の推進に関す

る法律に基 

づく認定の状 

況 

□基準適合一般事業主認定通知書 

□審査基準日以降に取消又は辞退があった場合は、それを証明する書類 
  

21 

【項番４９】 

次世代育成支援

対策推進法 

に基づく認定 

の状況 

□基準適合一般事業主認定通知書 

□審査基準日以降に取消又は辞退があった場合は、それを証明する書類 
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№ 提 出 す る 書 類 
ﾁｪｯｸ

欄 

22  

【項番５０】 

青少年の雇用 

の促進等に関 

する法律に基 

づく認定の状 

況 

□基準適合事業主認定通知書 

□審査基準日以降に取消又は辞退があった場合は、それを証明する書類 
  

23 

【項番５１】 

建設工事に従 

事する者の就 

業履歴を蓄積 

するために必 

要な措置の実 

施状況 

建設工事に従事する者の就業履歴を蓄積するために必要な措置を実施した旨の誓約

書及び情報共有に関する同意書（様式第６号） 
  

24 

【項番５２】 

建設技能者を大

切にする企業の

自主宣言制度の

宣言の有無 

□自主宣言において宣言していることを証する書面（宣言書） 

※自主宣言 HP における各宣言企業の詳細ページのうち「宣言内容」を 

ダウンロードすることで取得可能。 

□「建設技能者を大切にする企業の自主宣言制度」に関する誓約書（様式第７号） 

 

25 

【項番５４】 

民事再生・会 

社更生手続 

再生手続開始又は終結、更正手続開始又は終結の決定日を証明する 

書面 
  

26 
【項番５５】 

防災協定 

[建設業者が単独で協定を締結している場合] 

□国、特殊法人等又は地方公共団体との防災協定書 

 

[建設業者の加入団体が協定を締結している場合] 

□防災協定締結団体（社団法人等の団体）が発行する活動証明書及 

 び団体が締結している防災協定書 

  

27 

【項番５８】 

監査の受審状 

況 

□１に該当…有価証券報告書若しくは監査証明書 

（併せて、商業登記簿も提出） 

□２に該当…会計参与報告書（併せて、商業登記簿も提出） 

□３に該当…経理処理の適正を確認した旨の書類 

  

28 
【項番５９・６０】 

公認会計士等 

[公認会計士等の数] 

□公認会計士法第２８条の規定による研修の受講を証明する書面 

□所属税理士会が認定する研修の受講を証明する書面 

 

[二級登録経理試験合格者の数] 

□試験合格年度の翌年度から５年を経過していない合格を証明する書面 

□登録経理講習受講年度の翌年度から５年を経過していない受講を証明する書面 

 

[共通] 

□常勤性を確認できる書面 

  

29 
【項番６１】 

研究開発費 
注記表（建設業法施行規則別記様式第十七号の２）   

30 

【項番６２】 

建設機械の保 

有状況 

□経営事項審査添付資料「建設機械内訳書」 

□建設機械の売買契約書（販売証明書）、市町村に申告した償却資 

 産課税台帳又はリース契約書 

□特定自主検査記録表、移動式クレーン検査証（移動式クレーン） 

 又は自動車検査証・自動車検査証記録事項（ダンプ車、アスファルト・フィニッシャ） 
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31 

【項番６３・６４ 

・６５】 

ＩＳＯ等 

□経営事項審査添付書類「エコアクション２１・ＩＳＯの取得状況」 

□エコアクション２１、ＩＳＯ９００１、ＩＳＯ１４００１の認証 

 を証明する書類、付属書 

  

32 前年度審査済の「その他の審査項目（社会性等）」（副本）   

（４）「技術職員名簿」に関する書類 

33 

□保有する資格を証明する書面 

 ・施工管理技士、建築士、電気工事士、技能士等の免許・資格者証 

 ・監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証（毎回提出） 

  ※電子申請でバックヤード連携できた場合は不要 

 ・登録基幹技能講習修了証（毎回提出） 

 ・実務経験を有するとして技術職員名簿に記載した職員は、実務経験証明書 

  （資格試験合格後の実務経験が必要な場合も実務経験証明書を提出） 

 

 ※資格を証明する書面に有効期限に関する記載がなく、前回申請時と資格に変更がない場合は 

提出不要 

 ※資格を証明する書面は、技術職員名簿の通番順に添付すること 

 

□前年度審査済の「技術職員名簿」（副本） 

 

□常勤性を確認できる書面（いずれか１つ） 

 ・住民税特別徴収税額を通知する書面（特別徴収を行っている場合は必須） 

 ・健康保険及び厚生年金保険に係る標準報酬の決定を通知する書面 

 （後期高齢者の場合は、厚生年金保険７０歳以上被用者標準報酬月額相当額決定のお知らせ） 

 ※技術職員名簿の通番を氏名の横余白に記入すること 

 ※経営事項審査を受審する上で対象としない職員の情報は塗りつぶす等の措置を行い表示しないこと 

 

□雇用期間を確認できる書面（いずれか１つ） 

 ・雇用保険被保険者資格取得等確認通知書 

 ・所属企業の雇用証明書 

 ※前回申請時に技術職員名簿等に掲載されている場合は提出不要 

 ※被保険者等（本人）の記号・番号及び保険者番号は塗りつぶす等の措置を行い表示しないこと 

 

□年度途中で入退社した職員については資格取得届又は資格喪失届 

 

□出向社員については出向契約書又は出向協定書等 

※当該出向者の出向起算日から審査基準日までに６ヶ月を超える恒常的雇用関係があることが条件。 

 

［継続雇用制度の適用がある場合］ 

□継続雇用制度の適用を受けている技術職員名簿（様式第３号） 

□常時 10 人以上の労働者を使用する企業の場合は、継続雇用制度について定めた労働基準監督署の  

受付印のある就業規則 

  

 

12



 

経営規模等評価申請書記入要領  

 

１ ． 経 営 規 模 等 評 価 申 請 書 等 を作 成 するにあたり、書 面 申 請 する場 合 はこの記 入 要 領 と記 入 例 をよ

く読 んで記 入 してください。電 子 申 請 の場 合 は、別 途 JCIP 上 での操 作 に従 ってください。 

 

２．申請書等は次の順番に綴じて提出してください（書面による申請に限る）。 

① 経営規模等評価申請書 

経営規模等評価申請書 

経営規模等評価再審査申立書 

総合評定値請求書 

工事種類別完成工事高 

工事種類別元請完成工事高 

その他の審査項目（社会性等） 

技術職員名簿 

経営状況分析結果通知書 

 

② 経営事項審査添付書類 

・審査手数料証紙貼り付け書 

「経営規模等評価申請書」に関する書類 

「工事種類別完成工事高」に関する書類 

「その他の審査項目（社会性等）」に関する書類 

「技術職員名簿」に関する書類 

 

※行政書士による代理申請の場合は、委任状をホッチキス等で添付書類に一緒に綴じて提出してください。 

※建退共加入・履行証明書は、その原本を正に添付してください。 

※添付する書類は、提出書類一覧を確認の上、添付漏れや誤り等がないよう注意してください。 

※上記②経営事項審査添付書類については、（１）～（４）毎にインデックス等を付けて区分し、提出してくださ

い。 

 

３．申請書等の            で表示されたカラム内に記入する場合は、１カラムに一文字ずつ、カ

ラムからはみ出さないように、数字は右詰め、文字は左詰めで記入してください。  

 

  

（１） 

（２） 

（３） 

（４） 

（５） 

 正  ・  副   ２部 

（１） 

（２） 

（３） 

（４） 

 正   １部 
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（記入例） 

記入しない 大臣許可業者”00” 

知事許可業者”43” 

該当する年が２つ以上 

ある場合は、最も古い 

年を記入 
右詰めで記入、左余白 

は”0”で埋める 

行政書士による申請代理の場合 

は行政書士名を併記する。 

法人の場合のみ記入 

個人の場合には記入しない 

前回申請時の許可番号 

と異なる場合のみ記入 

濁点・半濁点も含めて 

「1 文字」として扱う 

左詰めで記入 

申請日現在で許可を受けて 

いる業種のカラム一般”１” 

特定”２”を記入 

経営規模等評価を申請する業種のカラムに”９”を記入 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 
⑨ ⑩ 

⑪ 

⑫ 

⑬ 

⑭ 

⑮ 

⑯ 

⑰ 

⑱ 

⑲ 
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熊本市中央区水前寺6-18-1
土木建設株式会社　代表取締役社長　土木太郎

審査対象

1.基準決算
2.２期平均

経営状況分析を受けた機関の名称

工事種類別完成工事高、工事種類別元請完成工事高については別紙一による。
技術職員名簿については別紙二による。
その他の審査項目（社会性等）については別紙三による。

経営規模等評価の再審査の申立を行う者については、次に記入すること。

連絡先

所属等 総務部、総務課 水前寺　五郎 096-383-1111

ファックス番号096-381-5404

（書類作成）
○×行政書士事務所

行政書士　瑞穂さくら

090-0000-0000

審　査　印

第　　　　　　　　号 令和　　　年　　　月　　　日

再　　審　　査　　を　　求　　め　　る　　事　　項 再　　審　　査　　を　　求　　め　　る　　理　　由

氏名 電話番号

0 0 1 ○○○分析センター

審　　査　　結　　果　　の　　通　　知　　番　　号 審　　査　　結　　果　　の　　通　　知　　の　　年　　月　　日

3 5

登 録 経 営 状 況
分 析 機 関 番 号

２ ０ 0 0 0

,
1 0 （人）

3 5

技 術 職 員 数 １ ９

’ ’ ’ ’ ’ ’

1 6 01 5 0 0 0 (千円) 0 0 (千円)
減 価 償 却
実 施 額

減 価 償 却
実 施 額

’ ’ ’ ’ ’ ’

1 2 0 0 0 (千円)

利益額（利払前税引前償却前利益）

= 営業利益+減価償却実施額

審 査 対 象 事 業 年 度 審査対象事業年度の前審査対象事業年度

営 業 利 益 営 業 利 益1 4 0 0 0 (千円)

利 益 額
（ ２ 期 平 均 ）

１ ８
,

’ ’ ’

3 5 10

8
,

5 0 0 （千円）
,

2

9 0 7 5 3 (千円)
直 前 の

審査 基 準日

0 0 (千円)

’ ’ ’

7 0 52 ( ) 基 準 決 算0
,

6 2 6 （千円）
,

8自 己 資 本 額 １ ７
,

申請者

項 番
3 5 10 13

 

 

 

 

審査対象事業年度における利益額及び 

審査対象事業年度の前審査対象事業年 

度の利益額の平均の額を記入 

「２期平均」で申請する場合は平

均して数字を記入 

行政書士法施行規則第９条第２項の記名 

千円単位(千円未満は切り捨て) 

 

営業利益の額は損益計算書の科目“営業利益”から

記入する。 

減価償却実施額は法人税申告書別表 16（１）、（２）等

から記入する。 

分析機関の番号を右詰めで記入 

し、左余白は”０“で埋める 

 

別紙二で記載した技術職員の総数を記入 

（技術職員名簿の人数と一致） 

※再審査の申立を行う場合のみ記入すること 

 

申請の内容に係る質問に応答できる者について必ず記入 

確認等のため日中連絡がとれる

番号を記入(携帯電話の併記も可) 

 

決算期が 12 か月に満たない場合

等の利益額は完成工事高と同じ方

法で“換算”して算出する。 

同 左 

 

⑳ 
㉑ 

㉒ 

㉓ 

㉔ 

㉕ 

㉖ 
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１．経営規模等評価申請書 

 

① 申請する年月日、申請者名、住所を記入してください。申請者名、住所はゴム印でもかまいません。 

(実印の押印は不要です。) 

なお、行政書士法第1条の3項第1号の規定に基づく代理申請を行う場合は、行政書士名を併記し、委任状の

写しを経営事項審査添付書類に添付してください。 

 

② 項番01 記入の必要はありません。 

 

③ 項番02 カッコの中の 「般」 ・ 「特」 の文字は、一般建設業、特定建設業に応じて、不要の文字を消し、枠の

中に現在受けている許可番号を記入してください。(２以上の建設業の許可を受けている場合で許可を受けた年

月日が複数あるときは、そのうち最も古いものについて記入してください。) また、許可番号の枠には、許可番号

を右詰めで記入してください。 

 

④ 項番03 この項目は、前回申請したときと許可番号が変わっている場合のみ記入してください。許可の更新で

年号だけが変わっている場合は、記入の必要はありません。 大臣から知事への許可換えや、許可切れなどで、

５桁の許可番号が変わっている場合のみ記入してください。なお、大臣許可業者のコードは００、知事許可業者

のコードは４３です。 

 

⑤ 項番04 この項目には、経営事項審査を申請する日の直前の事業年度終了の日を記入してください。 

 

⑥ 項番05 通常（総合評定値（ Ｐ点）を請求する場合）は「１」を記入してください。 

 

⑦ 項番06 左側のカラムは、通常の決算の場合は「００」、決算期を変更した場合は「０２」、新規設立で最初の決

算後に申請する場合は「０３」、新規設立で最初の決算前に申請する場合は「０４」を記入してください。 右側のカ

ラムは、通常は空欄、特殊な決算等（ 合併、分割、営業譲渡、民事再生手続中など） の場合に次の表を参照の

うえ記入してください。 

ｺｰﾄﾞ 処 理 の 種 類 

１０ 申請者について会社の合併が行われた場合で合併後最初の事業年度の終了の日を審査基準日として申請するとき 

１１ 申請者について会社の合併が行われた場合で合併期日又は合併登記の日を審査基準日として申請するとき 

１２ 申請者について建設業に係る事業の譲渡が行われた場合で譲渡後最初の事業年度の終了の日を審査基準日として申請するとき 

１３ 
申請者について建設業に係る事業の譲渡が行われた場合で譲受人である法人の設立登記日又は事業の譲渡により新たな経営実態が備わっ

たと認められる日を審査基準日として申請するとき 

 

１４ 

申請者について会社更生手続開始の申立て、民事再生手続開始の申立て又は特定調停手続開始の申立てが行われた場合で会社更生手続

開始決定日、会社更生計画認可日、会社更生手続開始決定日から会社更生計画認可日までの間に決算日が到来した場合の当該決算日、

民事再生手続開始決定日、民事再生手続開始決定日から民事再生計画認可日までの間に決算日が到来した場合の当該決算日又は特定調

停手続開始申立日から調停条項受諾日までの間に決算日が到来した場合の当該決算日を審査基準日として申請するとき 

１５ 申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、外国建設業者の属する企業集団に属するものとして認定を受けて申請する場合 

１６ 
申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、その属する企業集団を構成する建設業者の相互の機能分担が相当程度なされているものと

して認定を受けて申請する場合 

１７ 
申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、建設業者である子会社の発行済株式の全てを保有する親会社と当該子会社からなる企業集

団に属するものとして認定を受けて申請する場合 

１８ 申請者について会社分割が行われた場合で分割後最初の事業年度の終了の日を審査基準日として申請するとき 

１９ 申請者について会社分割が行われた場合で分割期日又は分割登記の日を審査基準日として申請するとき 

２０ 申請者について営業を承継しない会社の設立後最初の事業年度の終了の日より前の日に申請する場合 

２１ 
申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、一定の企業集団に属する建設業者（連結子会社）として認定を受けて申請する場合 

２２ 申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、その外国にある子会社について認定を受けて申請する場合 
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⑧ 項番07 法人・個人の区分の枠内には、法人であれば「１」、個人であれば「２」を記入してください。 

 

⑨ この欄には、法人のみ記入し、株式会社の場合には資本金額を、それ以外の法人の場合には、出資総額を

記入してください。 個人の場合には、記入しないでください。 

 

⑩ 法人の場合のみ、13桁の法人番号を記入してください。 

 

⑪ 項番08 商号又は名称のフリガナをカタカナで記入してください。濁点「゛」や半濁点「゜」は、たとえば ギ 又 パ

のように１文字として記入してください。なお、フリガナは文字と数字だけとし、商号に「・」や「-」、「.」などの記号が

含まれる場合も、これらの文字は記入しないでください。 

また、法人の種類を表す略号のフリガナ（（カブ）、（ユウ） など） は記入不要です。 

 

⑫ 項番09 商号又は名称を記入してください。なお、法人の場合は、法人の種類を表す次の略号を、商号又は名

称の前又は後に記入してください。商号に「・」や「-」、「.」などの記号が含まれる場合は、これらの文字は１文字と

して記入してください。（カッコも一文字としてください。） 

株式会社＝（株）、特例有限会社＝（有）、合資会社＝（資）                                                                                        

合名会社＝（名）、合同会社＝（合）、協同組合＝（同）                                                                                             

協業組合＝（業）、企業組合＝（企） 

 

⑬ 項番10 カタカナで姓と名の間に１カラム空けて記入してください。濁点「゛」や半濁点「゜」文字については、たと

えば ギ 又は パ のように１文字として記入してください。 

 

⑭ 項番11 申請者が法人の場合はその代表者の氏名を、個人の場合は本人の氏名を、それぞれ姓と名の間に１

カラム空けて記入してください。 

 

⑮ 項番12 下記を参照のうえ記入してください。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市町村名 コード 市町村名 コード 市町村名 コード 市町村名 コード

熊本市中央区 43101 上天草市 43212 小国町 43424 錦町 43501

熊本市東区 43102 宇城市 43213 産山村 43425 多良木町 43505

熊本市西区 43103 阿蘇市 43214 高森町 43428 湯前町 43506

熊本市南区 43104 天草市 43215 西原村 43432 水上町 43507

熊本市北区 43105 合志市 43216 南阿蘇村 43433 相良村 43510

八代市 43202 美里町 43348 御 船 町 43441 五木村 43511

人吉市 43203 玉東町 43364 嘉 島 町 43442 山江村 43512

荒尾市 43204 南関町 43367 益 城 町 43443 球磨村 43513

水俣市 43205 長洲町 43368 甲 佐 町 43444 あさぎり町 43514

玉名市 43206 和水町 43369 山 都 町 43447 苓北町 43531

山鹿市 43208 大津町 43403 氷川町 43468

菊池市 43210 菊陽町 43404 芦北町 43482

宇土市 43211 南小国町 43423 津奈木町 43484
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⑯ 項番13 市区町村名の後に続く住所を記入してください。「丁目」、「番」及び「号」については、 － （ハイフン）

を用いて、例えば 水 前 寺 ６ - １ ８ - １ のように記入してください。 

 

⑰ 項番14 主たる営業所の郵便番号及び電話番号を記入してください。電話番号については、市外局番、局番及

び番号をそれぞれ－（ハイフン）で区切り、例えば ０ ９ ６ － ３ ８ ３ － １ １ １ １   のように左詰めで

記入してください。 

 

⑱ 項番15 この欄には、現在一般建設業の許可を受けている業種に「１」、特定建設業の許可を受けている業種

に「２」を、次の表の略号に示された枠内に記入してください。 

土 木 工 事 業 土 ガ ラ ス 工 事 業 ガ 

建 築 工 事 業 建 塗 装 工 事 業 塗 

大 工 工 事 業 大 防 水 工 事 業 防 

左 官 工 事 業 左 内 装 仕 上 工 事 業 内 

と び ・ 土 工 工 事 業 と 機 械 器 具 設 置 工 事 業 機 

石 工 事 業 石 熱 絶 縁 工 事 業 絶 

屋 根 工 事 業 屋 電 気 通 信 工 事 業 通 

電 気 工 事 業 電 造 園 工 事 業 園 

管 工 事 業 管 さ く 井 工 事 業 井 

タイル・れんが・ブロック工事業 タ 建 具 工 事 業 具 

鋼 構 造 物 工 事 業 鋼 水 道 施 設 工 事 業 水 

鉄 筋 工 事 業 筋 消 防 施 設 工 事 業 消 

舗 装 工 事 業 舗 清 掃 施 設 工 事 業 清 

し ゅ ん せ つ 工 事 業 しゅ 解 体 工 事 業 解 

板 金 工 事 業 板     

 

⑲ 項番16 経営事項審査を受けようとする業種の枠内に「９」と記入してください。経営事項審査は、許可を持って

いる業種全てについて受審する必要はありません。ただし、公共工事の受注を希望する（＝指名願を提出する）

業種については必ず受審してください。 

 

⑳ 項番17 審査基準日の決算（基準決算）における自己資本の額と、基準決算及び基準決算の前期決算の自己

資本の額の平均の額（２期平均）のどちらかを選び、その数字を記入してください。金額は、千円単位（千円未満

の端数切り捨て）で記入してください。また、右の枠内に、どちらを選択したかによって、基準決算であれば「１」、

２期平均であれば「２」と記入してください。 

自己資本の額は、変更届出書（事業年度終了）に添付した財務諸表の貸借対照表＜純資産の部＞「純資産合

計」の額を記入してください。また、自己資本の額は、経営状況分析結果通知書の自己資本の数値と突合してくだ

さい。 

 

㉑ 自己資本の額に２期平均を選択した場合は、基準決算の自己資本の額を上の枠内に、基準決算の前期決算

の自己資本の額を下の枠内に千円単位（千円未満の端数切り捨て）で記入してください。基準決算を選択した場

合は記入不要です。 

 

㉒ 項番18 この枠内には、審査対象事業年度における利益額及び審査対象年度の前審査対象事業年度の利益

額の平均の額を、千円単位（千円未満の端数切り捨て）で記入してください。 

 

㉓ この枠内には、審査対象事業年度及び審査対象事業年度の前審査対象事業年度における営業利益の額及び

減価償却実施額をそれぞれ記入してください。営業利益は、変更届出書（事業年度終了）に添付した財務諸表の
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損益計算書「営業利益（営業損失）」の額を記入してください。減価償却実施額は、法人税確定申告書別表16

（１）、（２）等から未成工事支出金に係る減価償却費、販売費及び一般管理費に係る減価償却費、完成工事原

価に係る減価償却費、兼業事業売上原価に係る減価償却費その他減価償却費として費用を計上した額を記入

してください。 

※営業利益及び減価償却実施額は、一部の登録経営状況分析機関を除いて、経営状況分析結果通知書に「参

考値」として記載されています。なお、「参考値」は、単独決算の会社のみ記載されます。連結決算の場合は表

示されません。 

 

㉔ 項番19 この枠内には、審査基準日における技術職員の数を記入してください。ここに書かれた数字は、別紙

二に記載の技術職員の人数の合計と一致します。 

 

㉕ 項番20 経営状況分析を受けた登録経営状況分析機関の登録番号を記入してください。 

例えば  ０ ０ ０ ０ ０ 1  のように、空カラムには「０」を記入してください。 

 

㉖ 申請内容についてご連絡することがありますので、「連絡先」の欄には、申請者のなかで申請の内容に係る質

問に応答できる方の名前を記入してください。日中連絡がとれる番号の記入をお願いします。 

（携帯番号の併記も可）  

行政書士が作成した場合には、記入例のように、欄外に行政書士の名前・連絡先を併せて記入してくださ

い。 

※法律により、官公署に提出する書類その他権利義務又は事実証明に関する書類を作成することなどができ

るのは、行政書士登録を行っている行政書士のみとなっています。 
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